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＜特集論文１＞
原発事故被災地再生政策の転換
―地域政策からのアプローチ―
The policy change for the re-form of the stricken area
by Fukushima Daiichi nuclear disaster
長谷部　俊　治
Toshiharu Hasebe
Abstract
 The enforced plan to re-form the stricken area by Fukushima Daiichi nuclear disaster 
has some serious disagreements with the real situation. It is necessary that the policy should be changed 
as the following: a) to convert the method of compensation for damages from payment for property and 
mentality loss to compensation for living reconstruction, b) to shift the aim of public works in the area from 
infrastructure restoring to community rebirth, c) to make the participatory system of victims with area re-
forming planning, d) to regain the healthy ecosystem including agriculture. These policy changes are task 
for not only re-forming of the stricken area but also ensuring of Japanese local community’s sustainability. 
Keywords: Compensation for living reconstruction, Community rebirth, Regain of ecosystem, Local 
community’s sustainability
要　旨
　福島第一原子力発電所事故による被災地の再生施策の枠組みは、起きている事態とのあいだにいくつかの
深刻な齟齬がある。これを解消し再生のための施策を実効あらしめるためには、ⅰ）損害賠償の考え方を財
産権等に対する補償から生活再建を図るための補償へと転換すること、ⅱ）被災地復興策の方針をインフラ
の復旧からコミュニティの再生へとシフトすること、ⅲ）復興のプロセスに被災者が深く関与し参加するし
くみを整えること、ⅳ）農業などを視野に入れて生態系の回復を図ることが必要である。そしてこれらは、
現在の日本の地域社会が持続可能性を確保するために取り組まなければならない課題とも軌を一つにしてい
る。
キーワード： 生活再建補償　コミュニティの再生　生態系の回復　持続可能な地域社会
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　福島第一原子力発電所の事故発生から 4 年弱経
過したいまも、被災地再生への展望を得ることが
難しい状態が続いている。
　たとえば、避難住民の帰還希望について調査し
た結果によると、「戻らない」と答えた世帯の割
合は、南相馬市 26.1％、大熊町 67.1％、浪江町
37.5％、飯館村 30.8％などであり、しかも若い
年齢層ほどこの割合が高い（復興庁 2014）。地域
の担い手の多くが帰還しないかもしれないのであ
る。また被災地域も、除染が終了してインフラの
復旧が始まった区域と、除染未着手で帰還できる
時期が明らかでない区域とが併存し、地域の将来
を展望する手がかりが見つからない状況にある。
　これは、原発事故によって引き起された事態の
深刻さの現れである。被災者は、生活基盤が根こ
そぎ失われ、長期の避難を強いられ、帰還可能な
時期が不確定なまま生活を続けていかなければな
らない。また、帰還せず新生活を始める場合にも、
それは強いられた選択というほかないであろう。
　被災地域も、地域全体が放射能汚染を被り、住
民不在の居住地が広がり、汚染状態や帰還可能な
状態・時期が区域によって大きく異なる。土壌、
植生などの生態的な基盤を初めとして多層にわた
る地域環境が不安定なまま、地域社会を再構築し
ていかなければならないのである。
　このように、生活と環境とが丸ごと損壊し、そ
の持続可能性が失われてしまう事態 1）に直面する
なかで、将来に向けた展望を見通すのは容易では
ない。「被災地の再生」は、事態に即して、損壊
された被災者の個々の生活基盤と被災地域の多層
的な環境の両方を十全なかたちで回復し、持続可
能性を取り戻すプロセスである。直面している問
題を解決するためには、このプロセスを展望ある
かたちで展開する必要がある。
　政府が中心となって進めている福島復興再生の
ための施策は、この必要に応えるものとして立案
され実施されている。しかしながら、再生への展
望を得ることが難しい現在の状況に照らすと、そ
の実効性について疑問を抱かざるを得ない。とり
わけ、起きている事態と実施されている施策とが
十分に噛み合っているのかどうかを吟味すること
は、政策のあり方そのものを問うことにもなる。
　そこで、地域政策の視点からこの問題を検討し、
再生への取り組みの方向を考察してみたい。ただ
し、健康被害など放射線被爆に係る問題について
は別途の考察に委ねることとする。
1　被災地再生施策の枠組み
　現在進められている原発事故被災地を再生する
ための施策は、法的な責任を全うするための二つ
の基本的な施策と、それらを補完する支援策に
よって組み立てられている。
　第一に、事故によって起きた損害の賠償であ
る。これは不法行為責任（民法 709 条）として、
東京電力が実施する 2）。この場合に、被災者の救
済を迅速、公平かつ適正に行う必要があることか
ら、被災者に対する個々の賠償は、原子力損害賠
償紛争審査会によって定められた「東京電力株式
会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子
力損害の範囲の判定等に関する指針」（原子力損
害賠償紛争審査会 2011-13）に即して実施されて
いる 3）。
　その基本的な枠組みは、現実に生じた費用負担
と財産価値の喪失等を算定し、その金額を賠償す
ることを基本に、精神的な損害に対して避難の態
様に応じて定めた一律の価額を賠償することとさ
れた。また、避難の長期化に対応すべく、住居確
保のための費用について、従前の住宅・土地価額
との差額を賠償することも定められている。
　そのほか事故発生者の責任として実施されてい
るのが除染である。実際に除染を実施しているの
は環境省及び福島県であるが、緊急に除染を進め
なければならないこと、被爆を防ぐことは国の責
任でもあることなどの事情に即した措置であっ
て、除染に要した費用は東京電力が損害賠償とし
て負担することになっている（「平成 23 年 3 月
11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原
子力発電所の事故により放出された放射性物質に
よる環境の汚染への対処に関する特別措置法」（平
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成 23 年法律 110 号）44 条 1 項）。
　第二に、被災地のインフラ復旧である。これは、
地震・津波によって損壊したインフラの復旧と、
原発事故によって維持管理ができず長期間放置さ
れている施設の復旧とをあわせたもので、その実
施責任は各インフラの管理者が負っている。その
費用は各管理者が負担するが、不法行為による損
壊の場合には原因者に求償することとなる。
　この場合、復旧は損壊前の状態に戻すこと（原
形復旧）を原則とする。安全性確保などの理由で
従前とは異なる位置・構造で復旧する場合もある
が、機能的な同一性を維持する範囲で行われるこ
とになる。そして原形復旧であれば、その費用に
ついては国が手厚く補助し負担することとされて
いる。
　第三に、生活再建・被災地復興のための支援策
が実施されている。その内容は多岐にわたるが、
大きくは、避難者の帰還・定住のための支援と、
地域整備のための支援の二つに分かれている。
　 前 者 は、 早 期 帰 還・ 定 住 プ ラ ン（ 復 興 庁 
2013b）が典型的で、重点分野として生活環境の
整備、産業振興・雇用の確保、農林水産業の再開
の三つを定め、その推進のために事業の実施や補
助金等の交付が措置されている。後者は、避難解
除等区域復興再生計画（復興庁 2013a）に即して
実施することになっているが、地域の将来像を描
くのが困難であるなどから、広域的なインフラ整
備計画はある程度固まっているものの、施策の具
体化はあまり進展していない。
2　事態と対策のギャップ
　原発事故によって起きた事態と進められている
対策とが噛み合っていないばかりか、事態をより
悪化させているのではないかとの指摘がある。特
に、避難者が置かれた状況に照らすと、そのギャッ
プはリアルである 4）。
　なぜギャップが生まれたのだろうか。施策の運
用における問題もあるが、施策の枠組みにさかの
ぼって分析すると、次のような問題が浮き彫りと
なる。
（1）損害賠償と復興施策とが連結されていない
　ギャップの第一は、損害賠償と復興のための施
策とが連結されていないことである。対策の基本
的な構造は、事態を被災者への対応と被災地の復
旧に二分して、一方で被災者の被った財産的精神
的な被害に対してその補填を図り（損害賠償）、
他方で損壊した地域インフラを復旧するというも
のである。
　しかし、被災者が失ったのは財産だけではない
し、地域を再生するためにはコミュニティの回復
が必須である。地域基盤を欠いたままでは生活再
建は成り立たず、住民の生活再建が進まない限り
地域社会が再生するはずもない。損害賠償と復興
施策とが相互に補完し合って初めて「再生」に結
びつくのである。
　ところが、いま進められている損害賠償は、財
産価値の損失に対する補償をベースに、避難に伴
う精神的な損失に対する慰謝料を加えるという考
え方で構成されていて、失われた生活基盤を回復
するという視点は非常に希薄である。一方、現在
の復興施策は、災害復旧の考え方がベースとなっ
ていて、これに生活・産業支援のメニューを加え
て構成されている。インフラの復旧を急ぐからで
あろうか、コミュニティや地域の産業、文化をど
のように回復するかという視点は無きに等しい。
　起きている事態が要求しているのは、安全の確
保、生活の再建、地域社会の回復、将来に向けて
の展望である。これらは相互に関連し、分離して
対応すると問題の本質を見失うことになる。アプ
リオリに役割分担を決め、それに沿って事態を二
分して対策を進めるという現在の方針は本末転倒
であり、事態との齟齬を招くのは当然である。
（2）	再生の前提となる被災者・被災地の主体性の
確保が顧みられていない
　第二のギャップは、再生の前提となる被災者・
被災地の主体性の確保が顧みられていないことで
ある。生活の再生は被災者自らが果たすほかない
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し、住民の参加を欠いた地域整備が発展性に乏し
いことは経験が教えるところである。
　ところが、生活再建の出発点となる損害賠償に
おいては、補償の考え方や水準について、被災者
と損害賠償責任者とが直接に対話・交渉する場（団
体交渉の場）が用意されていない。基本的には、
原子力損害賠償紛争審査会の示した指針に沿って
補償額の算定が事務的に進められている。あるい
は、被災地の整備について住民の意見を反映する
しくみが確立されないまま、インフラの復旧が進
められ、国が示す支援メニューからの選択によっ
て復興の計画や手法が固まっていく。いずれも、
当事者は受け身の立場に置かれていて、自らのイ
ニシャティヴで事態を制御する権能が与えられて
いないのである。
　その理由は二つある。一つは、損害賠償が、財
産の損失に対する補償をベースとしたものとなっ
ていて、生活再建を目指したものではないことで
ある。生活再建補償であれば、生活の実態を吟味
し、個別の事情を反映した対応が必要となる。被
災者との対話・交渉は避けて通れない一方、被災
者も自らの覚悟が問われる。しかし、財産権補償
をベースにする賠償においては、基準に従って失
われた財産価値を算定することが主要関心事とな
り、生身の人間を直視することがない。
　もう一つの理由は、復興のしくみが、災害復旧
をベースにして、従来の地域開発手法をそのまま
踏襲していることである。地域の姿についての決
定権は住民にあり、復興プロセスへの住民の参加
が不可欠であるのに、当事者が置き去りにされた
まま事業が推進されることになる。もっとも、復
興プロセスに参加すべき住民は各地に分散避難し
ているから、参加のためのしくみの構築は難しい。
しかし、参加を欠けば、帰還への関心が薄れてい
くのは当然である。新しい参加のしくみを考えな
ければならないのである。
　15 万人弱の避難者について、個別事情に配慮
した補償と地域整備への参加を確保するために
は、多大の労力と時間が必要となるであろう。だ
が、それを欠いた対策は起きている事態と噛み合
わず、絵空事に終わる恐れがある。
（3）環境の回復という視点の欠如
　第三のギャップは、環境の回復という視点の欠
如である。事故によって損壊したのは、生活や資
産だけではない。自然を含む地域の環境全体が変
容したのである。生活再建や地域の復興は、多層
にわたる環境に支えられている。その回復が見通
せないとすれば、対策は上滑りなものとなる。と
りわけ生態系の回復は重要である。
　この問題は、安全確保の要請と密接な関係にあ
る。除染は汚染された物質の位置を人為的に動か
しているのであって、放射性物質が消え去るわけ
ではない。残された放射性物質は物質循環に従っ
て移動し、それに伴い汚染の状態が変化する。環
境の回復は、そのもとで汚染と折り合うしくみを
工夫していくことによって徐々に進展していくの
ではないか。たとえば、農業の可能性を探ること、
水循環や土壌の挙動を踏まえて土地を利用するこ
と、森林や里山の機能を充実することなどは、補
償や振興と同等の重みがある課題である。ところ
が、施策にはそのような視点はほとんどないので
ある。
（4）被災地再生と事故原子炉との関係の曖昧さ
　被災地再生と事故原子炉との関係が曖昧で、新
たなギャップを生む可能性がある。廃炉への見通
しが不透明であることは、再生の条件も不明確に
するからである。
　事故原子炉の存在を地域の運営にどのように組
み入れるか、廃炉事業を地域再生と関係づけるか
どうかを明確にしなければならない。それが曖昧
なままでは、安全への不安や現場の緊張関係を織
り込んだ対策とはなり得ないのである。
　その選択は地域社会に委ねるほかないが、事故
炉の管理について地方自治体が関与するのは容易
ではない。むしろ、事故炉周辺の土地を含めて特
別な管理体制のもとに置き、廃炉事業を地域社会
と分離する選択のほうが被災地再生の正道だと考
える。廃炉事業を地域再生の手段としてはならな
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いのである。
3　対策方針の転換とその方向
　これらのギャップを埋めて、被災者の生活再建
や被災地の再生を着実に進めるにはどうすれば良
いのだろうか。その道筋は、事態と施策とのあい
だにギャップが生まれている理由をみれば明らか
である。
　第一に、損害賠償の考え方を財産権等に対する
補償から生活再建を図るための補償へと転換する
こと、第二に、被災地復興策の中心をインフラ
の復旧からコミュニティの再生へとシフトするこ
と、第三に、復興のプロセスに被災者が深く関与
し参加するしくみを整えること、第四に、農業な
どを視野に入れて生態系の回復に取り組むことで
ある。そのほか、被災地再生と事故原子炉との関
係についても方針を明確にする必要があるが、事
故炉を地域社会から切り離して管理する方向が望
ましいと考えるものの、現段階では考えを示すこ
とはできない。これについては後日の課題とした
い。
　では、このような対策方針の転換とその方向に
ついて、順に見ていこう。
（1）賠償の生活再建補償への転換
　賠償を生活再建補償へ転換するためには、賠償
の意味は事故によって失われたものの回復を図る
ことであると認識して、財産的・精神的な損失の
補填ではなく、被災者が生活を建て直していく過
程に責任を負うこととし（生活再建補償）、その
ためのしくみを構築しなければならない。
　損害賠償の法理のもとで生活再建補償が成り立
つかどうかについては不法行為論に基づいて別途
考察する必要がある。しかもその作業は容易では
ないと考える。しかし、生活再建補償の考え方は
目新しいものではない。それが根強く主張されて
いるのは、ダム事業における用地補償においてで
ある（長谷部 2009 p.11-14）。
　ダム事業においては、従前と同等程度の生活が
継続可能となるよう措置すべしという要求（生活
再建補償の要求）がよく見られる。その根底には、
ダム事業によって失われる生活基盤を回復できる
かどうかの不安がある。自発的な引越しでさえも
不安が大きいのに、「強いられた」住居の移転を
受け入れる決断を迫られるのであり、しかも通常
は、故郷を離れて異郷に移住することとなるので
ある。
　このような要求に対応すべく、ダム事業におい
ては、現物補償のかたちで生活の基盤となる代替
地が提供されたり、事業特有の事情を反映した特
殊な補償が行われる例が多い。その理由としては、
ダム事業においては一般的に遠距離の住居移転を
強いられること、ダム事業の実施地域において無
償で享受していた自然の恵みを失う結果経済的な
負担が生じること、生計を支えていた地域共同体
の関係が失われ従来の生活基盤を継続することが
困難となることなどが考えられる。つまり、財産
権の損失に対する直接の補償ではなく、生活の基
盤を回復するために必要となる経済的な負担を補
償する措置がなされているのである。
　このように、ダム事業によって居住基盤を失う
被補償者については、その生活の実態に照らして、
個人資産のほか、自然環境やコミュニティが失わ
れることによる損失を補填することが不可欠であ
ると考えられている。もちろん、自然環境やコミュ
ニティの価値を定量的に算定することは極めて困
難である。また、その喪失による損失は、個人差
が大きいであろう。従って、公共事業に共通して
適用される用地補償基準においては、補償の対象
を個人財産に限定するとしたうえで、特殊な補償
項目によって可能な限りの損失補償を行い、それ
をはみだす部分は損失補償とは別途の措置で補完
するというしくみが採用されているのである 5）。
　もちろん、公共事業の損失補償と、不法行為に
伴う損害賠償ではその法的な性質が違う。前者は
適法な行為による損失の補填、後者は違法な行為
に伴う賠償である。だが、必要な損失補償の性質
は、ダム事業によって移転を強いられる人々と、
原発事故によって長期に避難生活を送らなければ
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ならない人々とのあいだに大きな違いはないであ
ろう。原発事故被災者に対して生活再建をベース
に賠償することは、起きている事態への対応とし
て自然な選択であると考える。
　この場合に欠かせないのは、被災者が帰還と移
転を自由に選択し、自己責任をベースに生活再建
を進めることである。そうだとすれば、補償の方
法は、個々人の意思と必要に即して、金銭の一時
払いだけでなく、代替地の提供等の現物補償、年
金方式での金銭支給、無利子資金の貸付け、コミュ
ニティ再建のための基金（その運営はコミュニ
ティ組織が担うことになる）への出捐など、多面
的なものとなるべきである。
　このような生活再建補償は、地方自治体による
生活サービスの提供と重なることになる。しかも
サービスを提供する自治体は、被災地の自治体だ
けでなく、避難先の自治体も含まれる。損害賠償
と復興施策の連結は、このような関係のもとで促
進されるのである。
（2）コミュニティの再生による復興
　復興をインフラの復旧からコミュニティの再生
にシフトするためには、復旧と再生が全く違うこ
とを明確にしなければならない。再生とは、回復
不能なものを冷静に見分けて決別し、時間ととも
に状態が変化していくのを受け容れるプロセスで
ある。イメージで例えれば、壊れた機械を組み立
て直すのではなく、生物が自分に備わっている能
力を発揮して育っていくことに近い。目的を定め
その実現に向けて手段を効率よく適用するという
手法は、再生を目指す方針とは相容れない。取る
べきは、被災者・被災地の自律的な変容を促し、
必要に応じてお世話をする方法である。
　もともと、政府の政策の枠組みのなかで展開さ
れる地域の再生・復興は、その特徴のひとつとし
て将来の「青写真」ありきを前提にしている。政
策は、目標設定とその効率的実現という図式（目
的・手段図式）のもとに構成されていて、青写真
がないと具体的な行動が始まらないしくみとなっ
ているのである。
　しかしながら、コミュニティを成り立たせるう
えで大事なのは、インフラや産業だけでなく、歴
史や文化的な伝統、自然環境と生活の結びつきな
ど、青写真化するのが困難なものが含まれる。実
際には、青写真そのものも、歴史文化や自然環境
を背景に描かれていくのだが、目的を達成するた
めに人々の行動をコントロールするという枠組み
のもとでは、青写真を描くこととそれを実現する
過程とが分離されてしまうために、「歩きながら
考える」しくみの構築はほとんどなされていない
のである。早期帰還・定住プランや避難解除等区
域復興再生計画もその例外ではない。
　さらに見逃せないのは、地域政策が中央政府の
統制のもとにあることである。2000 年 4 月の地
方分権一括法の施行によって、国と地方の役割分
担の明確化、機関委任事務制度の廃止、国の関与
のルール化等が図られたが、しかし、集権的な政
策の統制は持続されているのである。
　実際、予算による財政的な統制、統一的な基準
の制定による事業の一元化、計画調整権限による
施策の体的な運用という統制手法は、いまも堅持
されている。たとえば、復興事業を実施するとき
には、中央政府からの財源配分と引き換えに財政
的な統制に服さなければならないし、各種の行政
手続きをクリアするためには中央政府が定める計
画標準や技術基準に適合することが求められる。
また、地方自治体が作成する地域再生のための計
画そのものについても、政府内で分掌された権限
に沿って相互調整を図らないと認知されない。こ
のような統制は、財源を有効に活用し、政策の整
合性を確保して政策間に齟齬が生じないようにす
ることなどを目的としているが、地域社会の固有
の事情を反映した復興や地域再生の展開の足かせ
になりかねない。
　もうひとつ大事なのは、当事者の意思と事情を
反映して復興・再生活動を自律的に展開するため
には、土地利用や建築行為規制などについてロー
カルなルールを形成・運用することが必要となる
ことである。しかもこの場合に、ローカルの範囲
は市町村よりも小さな集落のような社会単位であ
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るかも知れない。コミュニティの再生に当たって
は合意形成が必要となるが、その社会的空間的な
単位や合意形成の方法は一律である必要はないの
である。ところが、そのようなローカルなルール
の形成・運用は中央政府の強い統制のもとに置か
れ、独自性を発揮することが許されない場合が多
い。
　このような枠組みのもとでは、コミュニティの
再生による復興をすすめることは難しい。地域政
策の枠組み自体の組替えが必要なのである。
　この場合にヒントになるのは、「内発的な発展」
という考え方である。発展の方向や筋道は地域が
自らつくりだすのだから地域ごとに異なるのは当
然であるが、自律的であるためには、ア）それぞ
れの地域の生態系に適合すること、イ）地域の住
民の生活の基本的必要と地域の文化の伝統に根ざ
すこと、ウ）地域の住民の協力によること、とい
う条件を満たさなければならないとされる（鶴見 
1996 p.4-21）。そしてそれを支えるのは、土地利
用やコミュニティ運営に関してローカルなルール
を形成し、運用する社会的な合意である。
　この内発的な発展という考え方は、従来の地域
整備が依拠してきた近代化パラダイムに対する異
議申立てとなっている。鶴見 1996 を参考にして
両者を比較すれば、表 1 のとおりである。
　原発事故被災地の再生に当たって内発的発展論
がどこまで有効かについては未知であるが、近代
化パラダイムのもとで原発事故が起きたことを考
えると、地域政策形成の基本的なパラダイムをそ
のまま踏襲することの是非について吟味する必要
がある。
（3）	復興のプロセスに被災者が関与・参加するし
くみ
　生活再建補償への転換とコミュニティの再生に
よる復興を図る場合に、復興のプロセスに被災者
が深く関与し参加するしくみが必要なのはもはや
自明であろう。地域社会が自らの責任とイニシャ
ティヴで運営するというしくみが整備されない限
り、危機をバネとして自ら発展のための道筋を切
り開いていくことは難しいからである。そしてこ
の取り組みは、新たな事業を起こすことと同様、
経験的、現場的な色彩の強い人間的な挑戦である。
地域社会に根ざさない限り、復興を達成すること
はできないということである。
　ただ、これは容易ではない。被災者が被災地に
結びついているというアイデンティティ（自己同
一性）を持ち続けることができるかどうかは区々
であろうし、避難生活のなかで地域社会の運営に
手軽に参加できる環境は用意されていない。とり
あえず着手すべきは、避難先での居住を一時的な
ものとせず住民として認知し、同時に、被災地の
運営に住民として関与・参加できる法的地位を保
障することである 6）。このことは、生活再建補償、
コミュニティ再生、地域社会への参加とイニシャ
ティヴの確保のすべてを満たすうえでの鍵とな
る。
　そのうえで、さらにイニシャティヴの性質が問
われる。被災地の再生に限らず、地域社会が自律
的にその可能性を活かしていくためには、次のよ
うな注意が必要である。
①第一歩のタイミング：最初の踏み出しが大事で、
状況判断や事前調査は十分慎重でなければなら
ないが、踏み出すには「賭け」の要素もある。
近代化のパラダイム 内発的発展論
単系発展モデル 複数モデル
国家・全体社会を単位に考える 具体的な地域という小さい単位の場
経済成長を指標にする 人間の成長を最終目標とする
表１　発展論の比較
（注）鶴見和子らの論考をもとに、筆者作成。
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②ポイントワイズでの取り組み：全体ビジョンは
柔軟でよい。むしろ、できるところから始める
という個別的な成果が次につながる。
③差異への着目：魅力は違いから生まれる。境目
や縁辺部に着目すること、変化や危機に逃げず
向き合うことなどによって創造性が発揮でき
る。
④経営手法の活用：公共的な仕事であっても企業
経営の手法を活かして運営しなければならな
い。経営手法の本質は複雑なものを最適化する
技術であるから、地域社会の運営に当たっても
その技術を磨く努力が必要となる。
⑤社会的な関心の持続：地域社会が取り組みに関
心をもち続けることが重要である。地域社会か
らの支持は、開かれた組織運営と参加機会を確
保することによって持続するのである。
⑥地域自身によるファイナンス：ファイナンスに
おいて、地域社会が負担するしくみが有効であ
る。自ら負担して自らが成果を評価することが、
自治力を鍛えるのである。
⑦ベンチャービジネスの精神：取り組みを進める
のは人である。挑戦の気概が不可欠で、ベン
チャービジネス類似の精神を必要とする。
　従って、被災地の再生には長い年月が必要とな
る。その間に社会経済環境が変化するであろう
し、被災体験が薄れていくかも知れない。記憶の
継承が果たす役割は極めて大きい（長谷部 2013 
p.300-302）。
（4）生態系の回復
　放射性物質によって汚染された生態系の回復
は、未知の分野への挑戦となる。そもそも生態系
は代表的な複雑系であって、その挙動を正確に把
握することさえ難しい。だが、汚染状態からの回
復を図るためには、ローカルな自然生態を精緻に
把握しなければならないし、さらには農業や林業
など、自然と調和しながら営む産業の可能性をも
探らなければならない。
　このとき同時に、放射線リスクの認識、リスク
許容水準の判断、汚染状態におけるリスクの管理
などの難しい課題にも直面する。たとえば、低線
量被曝の影響については様々な意見・学説が存在
し、「科学的知見」に対する高い信頼感が獲得さ
れるような広範な科学者の合意に支えられた「一
つの声」が存在するとは言えないとされている（日
本学術会議 2013 p.8）。寺田寅彦は、「正当にこ
わがることはなかなかむつかしい」と述べている
が（寺田 1963 p.258）、原発事故被災地が必要と
しているのはまさにこの「正当にこわがる」状態
である。
　従って、生態系の回復を図る政策形成のための
準備は整っていないと言わざるを得ない。起きて
いる事態は、基礎的な調査研究から始めなければ
ならないような、根の深い問題を孕んでいるので
ある。
　ただ、現段階で言えることは、地域の再生を生
態系に根ざしたかたちで進めるためには、原発事
故の被災を招いたことの根源を問わなければなら
ないということである。これもまた容易でない作
業であるが、ヒントとなるのは生態系システムの
もつ特徴である。
　生態系システムを律している論理（エコロジー
の論理）を経済システムのそれ（エコノミーの論
理）と比較すると、エコロジーの論理が帯びてい
る次のような特徴を見いだすことができる。
ⅰ）適正規模
 経済活動においては成長が豊かさをもたらす
が、生態系は閉鎖された循環系であるから、適
正規模の維持が重要である。相互連関の網の目
とフィードバック機能が生態系の規模を制約
し、規模を保つ収束力となる。
ⅱ）適応
 経済活動の原動力は競争であるが、生態系にお
いてそれに相当するのは適応である。自らを情
況にあわせる柔軟性が不可欠で、適応によって
「住み分け」が実現し、多様性の維持が可能と
なる。
ⅲ）固有性
 経済の効率性は規格化によって向上するが、生
態系で重視されるのは固有性である。生態系が
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その強靭さを維持することができるのは、構成
員それぞれの特性が十分に発揮されるからであ
り、希少種の保護や湿地その他の脆弱な環境の
保全が強調されるのはそれゆえである。
ⅳ）均衡
 近代社会をリードした理念は進歩への意思であ
ろう。だが、生態系を支える原則は均衡の尊重
である。生態系では、自己修復力により均衡が
維持され、そのなかで自律的な組織化を果たす。
一方向に一方的に進むことは危険で、カウン
ターバランスを失わないことが重要である。
ⅴ）全体性
 経済的な政策は、境界条件を定めて経済主体の
行動を予測するというような、分析的なアプ
ローチが一般的である。それに対して、生態系
はフィードバック機構が強力に作用するので、
現象を切り分けないでその全体を捉えて考察す
るアプローチが必要である。生態系に働きかけ
る場合には、全体性をより尊重しなければなら
ない。
　これらを整理すると、表 2 のとおりである。
　従って、原発事故被災地が取り組まなければな
らない生態系の回復という課題への挑戦は、エコ
ノミーの原理によって運営されている現在の社会
経済システムの潮流を、エコロジーの論理との均
衡のもとで運営するよう転換することにつながる
であろう。
4　持続可能性確保に向けた地域政策の形成
　原発事故被災地を再生するための政策について
吟味し、その方向を考えてきた。そして既に明ら
かなように、事故被災地が取り組まなければなら
ない課題は、事故被災地に限られた課題ではない
ことに気がつく。原因が自然現象か人為的なもの
かの違いや、損害賠償という要素の有無の違いは
あるものの、東日本大震災の被災者・被災地も同
様の問題を抱えているのである。
　さらには、これらの課題に取り組むためのしく
みの構築は、現在、日本の地域社会が直面してい
る課題でもある。生活再建補償において必要と
なるしくみは、福祉の充実やニーズに即した公共
サービスの提供と共通するところが多い。コミュ
ニティの再生と参加の確保は、高齢化と人口減少
のもとでどのように地域社会を維持するかという
課題そのものである。生態系の回復は、持続可能
な環境を形成・維持する課題と一致するし、農業
や林業の可能性を広げることはこの課題と深く結
びついている。リスク管理が必要なのは、放射性
物質だけでなく、影響が不明な化学物質や遺伝子
組み換え生物も同様である。そして、（この論考
では方向を示し得なかったが）特殊な施設の立地
や、その施設と周辺との土地利用調整の問題は、
多くの自治体が抱えている悩みでもある。
　一方で、本稿では産業振興や地域経済の発展に
ついては言及していない。この課題を無視するつ
もりはないが、取り組みに当たっては生活と環境
の再生を最優先すべきで、産業は、地域内の資源
や人を活かし、地域内で経済循環する小規模なも
エコノミーの論理 エコロジーの論理
システムモデル 市場経済 生態系
管理目標 成長 適正規模
原動力 競争 適応
中心的運営手法 規格化 固有性
パフォーマンス評価 進歩 均衡
アプローチ手法 分析的 全体性
表 2　エコノミーとエコロジー（システム維持のための論理）
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のが育てばとりあえずは十分であると考えるから
である。生活再建補償の一つとして無利子資金の
貸付けをあげたのは、そのために有効だからであ
る。そのなかから地域に根ざしたユニークな産業
が芽生えることを期待するのであって、企業誘致
などによる産業立地の促進は、再生のための実効
性に乏しいと考える。
　このように、原発事故被災地再生への道筋を展
望することは、地域社会の将来を考えることにつ
ながる。そして、この場合に導きの糸となるのは
「持続可能性」という考え方である。
　以下では、原発事故被災地の再生においても関
係が深い地域整備に関する 3 つのテーマをとりあ
げ、持続可能性を導きの糸としてその政策形成の
あり方を考察する。
（1）地域社会の持続可能性
　持続可能性という考え方は、地球環境問題に取
り組むうえでの基盤となっている概念で、二つの
要請から成り立っている。一つは、貧困の克服と
環境の保全を両立すること、もう一つは、将来世
代の必要に応えるように成長や開発を管理するこ
とである 7）。つまり、環境破壊だけなく、貧困の
放置も社会の持続可能性を脅かすし、将来世代の
必要に応えてこそ持続性を確保できるということ
である。そして、現在の地域社会が直面している
のも、持続可能性の危機なのである。
　実際、森林の手入れができず、休耕地が拡大し、
水循環の不全や災害の危険が増し、しかも高齢化
が進む社会は、もはや持続可能とは言い難い。孤
独な生活を強いられる高齢者や母子家庭の困窮な
どに接すると、GDP 統計には現れない貧しさを
実感する。環境問題への取り組みにしても、自然
エネルギー、電気自動車、スマートグリッド、カー
ボンニュートラル等々への期待があるが、それが
荒廃しつつある森林や農地の保全・回復に本当に
寄与するかどうかは疑問である。政策が上滑りな
のである。その証拠に、次の世代にその将来を託
する自信がある地域は、それほど多くないであろ
う。
　いま、覚悟を決めて取り組むべき課題が二つあ
ると考える。第一は、森林や農地の管理を公共的
に行うしくみを確立することである。林業や農業
による資源管理が困難となっているからだが、そ
れだけでなく、将来世代に健全な森林や農地を
引き継ぐことこそが地域の持続可能性の基礎であ
る。その重要性は、教育に匹敵する。健全な国土
なくしては、健全な社会経済は育たない。そして、
森林や農地を保全する活動は、それぞれの地域の
特性を顕在化し、郷土愛を育むであろう。
　第二は、地域社会に残されている産業化されて
いない資源や知恵を尊重し、活かしていくことで
ある。「文化の創造性というのは元々、危機を排
除するのではなく危機に直面する技術である」（ウ
ンベルト・エーコの言葉として山口昌男が引用、
山口 2009 p.175）という。危機に直面している
からこそ、地域の文化力を信頼しなければならな
い。文化と言えば伝統工芸や行事を思い起こすこ
とが多いが、それに限らない。たとえば、地域社
会の運営は、拡大を追求するのではなく適正規模
に収める、競争だけでなく適応するゆとりを持つ、
というような知恵に支えられてきた。地域社会が
それぞれ独自の価値を再発見すれば、小さくとも
持続可能なコミュニティを復活する道筋が生まれ
る。
　このとき地域の発展を問い直すことが必要とな
る。地域社会の発展とはどのようなことなのだろ
うか。過去実際に目指されたのは、所得の増大、
生活利便の拡大、人口増加などであり、ほぼ共通
している。「豊かさ」「活力」「輝き」などスロー
ガンのように唱えられた言葉も、具体的に問えば
これらに帰着するであろう。
　しかし、地域の発展とは目標を定め、それを効
率的に実現を図ることではない。地域社会は自然
的環境や歴史・伝統を異にするのだから、目標も
また多様で、しかも目標は、与えられるものでは
なく社会の中でかたちづくられ、共有されるもの
である。発展とは、地域社会の可能性が自律的に
展開していく過程なのである。所得、利便、人口
などで発展を評価するのは単純過ぎる。
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　だとすれば、地域社会が発展するために必要な
のは、経済活動の活発化や生活利便の向上ではな
い。まず、地域の可能性に根ざすべく、地域社
会を構成する人々が地域と結びつくアイデンティ
ティ（自己同一性）を持つことが必須である。そ
れを育むのは、地域の自然環境や伝統・文化との
触れ合い、そして、社会的な規範を共有すること
による帰属感である。
　次に、自律を支えるには自治への覚悟が求めら
れる。日常生活の中で地域社会の運営に手軽に
参加できる環境が必要で、たとえば、コミュニ
ティを基礎に置いた、ボランティア精神の発揮、
NPO 等の活動、地域通貨やコミュニティビジネ
スの展開などは、日常生活を通じたコミュニティ
運営への参加であり、自治能力を鍛え、自治への
覚悟を促すことにつながろう。
　さらには、可能性を展開するうえで、何かを発
信していく創造的なプロセス内包することが有効
である。それによって緊張感が持続し、ダイナミ
ズムが生まれ、求心力が働き、自治への関心が高
まり、人間関係が鍛えられる。地域社会を運営す
るプロセスを、そのようなものとして構成するこ
とが大事である。
　過去の地域発展モデルはもはや有効性を失っ
た。目標、プロセス、方法、組織などを、地域自
身が構築していくことになるし、それらには地域
特性が色濃く反映化され、多様性に富むことにな
る。しかもその際に、地域社会相互のネットワー
クの強化・豊富化がなされるだろう。
（2）地域政策の質的転換
　現在、地方からの人口流出を防ぎ、若年者の定
着を図るための施策が展開されようとしている。
振り返ってみれば、過去にも類似の施策が数多い。
産炭地域の振興、新産業都市やテクノポリスの建
設、定住化と多極分散型国土の構築、リゾート開
発、産業クラスターの形成、中心商店街の活性化、
特区制度等々、いずれも地域経済の再生によって
人口の流出を押し止める施策であった。だが、そ
の多くは十分な成果を上げたとは言い難いだけで
なく、負の遺産を残した例もある。いままた「ま
ち・ひと・しごとの創生」と謳われても、現実味
に乏しい。
　考えるに、ある程度の生活サービスが確保され、
それぞれが生き甲斐を感じることができるなら
ば、人口の減少そのものは脅威ではない。移住は
自由であって、土地に縛られる必然性も無いので
あるから、地域が盛衰するのは当たりまえである。
地域を政策の道具とせず、その独自性と自己選択
を尊重することが大事で、政府は地域を信頼して、
自律的な変化に委ねる原則を保持すべきである。
　このような「関心を持って見守る」政策は、目
標を定めその達成のために手段を動員する手法は
とらない。対症療法を施すのではなく自律的な努
力による事態の展開に期待し、時間をかけたプロ
セスによって抱える問題が少しずつ変貌するのを
待つのである。地域社会は、自らが置かれた情況
をまずは受入れ、そのうえで、何が問題か、起き
ているのは誰にとってのどのような危機なのかな
どを自問自答し、その過程とともに自分の責任で
行動を起こす。
　そうすると、問題が解消するというよりは、そ
の意味が変化する。地域の自律を妨げているもの
が明らかとなり、人間関係や持てる資源の再吟味
に迫られ、場合によっては根の深い、無自覚であっ
た課題に直面するであろう。しかし一方で、危機
のなかにチャンスを発見したり、地域ストックの
転換が起きたりする。比喩的にいえば、自己治癒
力が働き出すのである。たとえば、越後妻有アー
トトリエンナーレには地域資源が見事に活きてい
るが、これは危機と取り組むなかで、それがチャ
ンスに転換したのであって、政策とは無縁であっ
た（北川 2010）。可能性の内発的な発現は、意図
的な操作になじまないのである。
　ただ、自律的に問題に取り組むとき、満たすべ
き共通の条件がある。第一に、開放性である。自
律することと外に向けて閉ざすこととは違う。異
質なものを受け容れる度量は簡単には育たないだ
ろうが、人間と同様に、信頼され尊重される関係
性が寛容さの培養基となるはずだ。第二に、誇り
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である。人口が減り、高齢化が進むのを卑下して
はならない。多くの地域社会は、自然災害や社会
経済の変動に見舞われながら、国家体制の如何に
かかわりなく存続してきた。地域施策の誤りは、
地域を制度に組み込むことに力を注ぎ、誇りを顧
慮しないことにある。
　もう一つ大事なのは、地域の単位は市町村では
ないことである。地域はそれぞれが独自の物語を
紡いできたが、持てる可能性は、紡ぎ出す営為
を受け継ぐことによって確かなものとなる。だと
すれば、その主体は集落や街区である。1889 年
の市制・町村制のもとで発足した市町村の数は
15,859 であった。それがそのまま維持されてい
るわけではないが、2014 年 10 月 1 日現在の市
町村（特別区を含む）の数は 1,741、地域社会の
単位とかけ離れている。
（3）地域社会主導のエネルギーシステム
　原発事故や気候変動の恐れを背景に、エネル
ギー政策の見直しがなされ、新たなエネルギー基
本計画が策定された（経済産業省 2014）。しか
しながら、その中心的な課題は相変わらず国家
が需給の調整を図ることであり、従来の 3 つの
目標、安定確保（Energy Security）、低コスト
（Economy）、低環境負荷（Environment）とい
う枠組みに、安全性（Safety）を加えただけであ
る。オイルショック以降のエネルギー政策は 3E
のベストミックスを追求する歴史であったが（橘
川 2011）、このようなエネルギー政策をエネル
ギー産業政策の視点で捉える思考は、いまも引き
継がれ、堅持されている。政策枠組みに踏み込む
議論は見当たらないと言ってよい。
　エネルギーは、常時あまねく供給されなければ
ならならず、資源を公正に配分する必要もあるか
ら、政府がその供給事業に介入することに異議は
ない。問題は、現在のエネルギー政策には、エネ
ルギーシステムが公共インフラであるという重要
な視点が欠けていることである。
　エネルギーの供給システムは社会経済のあり方
を左右する。このことは計画停電において露と
なった。地域の諸活動は、エネルギー供給シス
テムを基盤として展開され、そのシステムのパ
フォーマンスが地域の姿に大きな影響を与えてい
るのである。従って、それが地域インフラとして
将来の課題に応え得るものであるか否かが問われ
る。エネルギー政策の枠組みとして、地域の運営
という視点を導入しなければならない。
　その視点から二つの課題が浮かび上がる。第一
に、地域社会において、エネルギー消費と環境負
荷とのバランスを保つことである。生活・生産水
準の向上はエネルギー消費の増大を伴い、大きな
環境負荷をもたらす。両者のバランスを保たなけ
ればならないのだが、その主役は地域社会である。
　エネルギー消費と環境負荷のバランスを保つこ
とは、省エネを強化することとは違う。例えば石
炭火力と水力とを比較すればわかるとおり、エ
ネルギーの種類によって環境負荷の程度やエネル
ギー効率が異なるし、自動車か電車かの交通手段
の選択のように、エネルギー消費の構造とも深く
関わる問題である。効率性や便利さを追求する限
り、両者のバランスを保つのは難しい。だが、消
費の統制は有効に機能しないから、供給の規律を
確立しなければならない。環境負荷に伴うコスト
を内部化して負担するルールが必要だし、巨大供
給者の独占に対して、小規模なエネルギー供給が
対等に競争できるしくみを整備することも有効で
あろう。
　このとき大事なのは、バランス確保のための手
法の選択は、地域社会が行うことである。地域イ
ンフラの姿を決するのは地域社会であり、例えば
自然エネルギーの活用は重要であるが、それに対
して助成や支援を行う前に、その導入について地
域社会が合意しなければならない。技術開発を独
走させることの帰結は、原発事故が端的に示した
ところでもある。
　第二の課題は、エネルギー供給におけるリスク
とコストを明確にして、適切に調節することであ
る。リスクもコストも、最終的に地域社会が負担
せざるを得ないのは、原発事故や計画停電で明ら
かになったとおりである。リスクをコストに織り
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込み、市場競争を促すことによって、交付金など
に頼らない地域社会の自律が可能となるはずだ。
この場合のリスクには、安全性や安定性だけでな
く環境負荷リスクも含まれる。もっとも、リスク
の本質は不確実性であることに注意が必要であ
る。
　このとき鍵となるのは、配電網などのエネル
ギー供給基盤を地域のインフラとして分離独立さ
せ、エネルギー供給事業はそれを活用するしくみ
にすることである。市場機能が働くし、インフラ
の管理・運営に地域社会が関与することによって、
第一の課題に応えることも出来るはずだ。
　もうひとつの鍵は、総合的に優れたエネルギー
システムを開発することである。水素燃料（太陽
エネルギーによって水素を分離し、その燃焼に
よってエネルギーを得る。水素は燃えて水にな
る。）又はアルコール燃料（繊維を原料に微生物
によって生産できる。アルコールは燃えても環境
負荷はゼロ。）を活用したエネルギー供給が有望
で、地域ごとのエネルギーシステム構築にもなじ
みやすいと考える。
　そもそも、石炭や石油、天然ガスは、エネルギー
資源であると同時に、化学工業の原料、それも生
物しか産み出し得ない有機物として唯一無二の貴
重なものである。それを燃焼してしまうのは、長
期的な資源管理政策として誤りである。長大で高
圧の電力線を張り巡らし、大量に化石燃料を燃焼
し続けるよりは、小規模な、できれば地域自給的
なエネルギーシステムを構築していくほうが、将
来の社会経済の姿を先取りすることになる。
　エネルギー政策の転換は、エネルギーシステム
を地域社会の公共的なインフラとして構築・管理
するところから始めなければならないと考える。
注
1） たとえば、舩橋晴俊「「生活環境の破壊」として
の原発震災と地域再生のための「第三の道」」『環
境と公害』Vol.43 No.4 p. 62-67（2014、岩波
書店）は、この事態を、自然環境、インフラ環境、
経済環境、社会環境、文化環境の「五層の生活環
境」の破壊だとしている。
2） 損害賠償方針の決定に当たっては、事故は「異常
に巨大な天災地変」によって起きたのだから責
任を回避できるのではないか（免責条項の適用）、
無限の賠償責任を負うことによって東京電力の
経営が破綻するのではないかなどの議論があっ
た。そして、今回の事故については免責条項を適
用せず、一方で東京電力の経営破綻等を回避する
ために原子力損害賠償支援機構の設立などの措
置が講じられた。その経緯を含む詳細な分析は、
遠藤 2013 を参照。
　 　なお、原発事故損害の賠償責任については、国
の関与の程度、受益負担関係の反映、技術的な安
全コントロールの限界、国際標準との比較など考
えなければならない重要な論点があるが、本稿の
主眼は損害賠償の内容にあるので、ここでは触れ
ない。
3） 指針は、2011 年 4 月以降 2013 年 12 月までの
あいだに順次 7 つが示されているが、「指針で対
象とされなかったものが直ちに賠償の対象とな
らないというものではなく、個別具体的な事情に
応じて相当因果関係のある損害と認められるこ
とがあり得る」としている。
4） たとえば、除本 2013 には、被災者に対する賠償
と原発避難者の現実とのあいだに大きな齟齬が
あることがリアルに描かれている。
5） たとえば、2001 年に土地収用法が改正され、生
活の基礎を失うこととなる者は、宅地建物等の取
得や職業の紹介等の生活再建のため必要な措置
の斡旋を起業者の申し出ることができるとし、起
業者はそれを講ずるよう努めなければならない
という規定が追加された（同法 139 条の 2）。また、
水源地域対策特別措置法（8 条）、公共用地の取
得に関する特別措置法（46 条）、都市計画法（74
条）、国土開発幹線自動車道建設法（9 条ほか）、
琵琶湖総合開発特別措置法（7 条、ただし現在は
法律が失効している）にも類似の規定がある。た
だし、これらの規定はいずれも努力義務を定める
に留まる。
6） 長期避難者が避難先で生活を維持しつつ、被災地
の復興プロセスに参加するしくみとして提案さ
れているのが「二重の住民登録」あるいは「長期
避難者に着目した特別な制度」である（今井・垣
見・立岩 2012 p.61、日本学術会議 2013 p.17、
舩橋 2014 p.15 など）。しかしながら、政府は、
二重の住民登録については否定的である。
7） 持続可能性という概念は開発の意味の問い直
しから生まれ、持続可能な開発（sustainable 
development）という文脈のなかで定義された。 
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その端的な表現は、1987 年に WCED（World 
Commission on Environment and Development） 
がまとめた報告書「Our Common Future」（委
員長の名前を冠して「Brundtland Report」と
呼ばれることもある）のなかで、“development 
that meets the needs of the present 
without compromising the ability of future 
generations to meet their own needs” と記述
されている。また、1992 年に環境と開発に関す
る国際連合会議（UNCED）において合意され
たリオ宣言（Rio Declaration on Environment 
and Development）のなかでも、ほぼ同様に、
“The right to development must be fulﬁlled 
so as to equitably meet developmental and 
environmental needs of present and future 
generations. (Principle 3) ” と記載されている。
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